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令和6年3月

小地域（市町村向け）産業連関表作成の検討及び改訂経緯

“更に”「簡易」かつ「地域特性」・「精度」を確保できる
道内市町村向け「小地域産業連関表」作成方法を確立

産業連関表とは

しかし、道内市町村での作成実績は少なく、地域特性・精度のある産業連関表を
作成するためには、専門的な知識や作成の難易度等がネックとなっている現状

EBPMの推進
（エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング。

証拠に基づく政策立案）

・政策効果の測定に重要な関連を持つ情報
や統計等のデータを活用したEBPMの推
進は、政策の有効性を高め、国民の行政へ
の信頼確保に資するもの

・経済構造や経済波及効果の把握な
ど、地域経済について、定量的な
分析が可能

北海道開発局が昭和30年から北海道産業連関表を作成してきた実績・知見を活かし、有識者等ともに設立した
小地域産業連関表作成研究会及び恵庭市産業連関表作成連絡会議(New!!)にて、モデル地域を元に検討

・主に、イベントや施策の経済波及
効果の算定に活用

小地域（市町村向け）産業連関表作成マニュアル及び

作成や活用を補助する各種ツールを改訂しました



小地域（市町村向け）産業連関表作成マニュアルの改訂概要

生産額

輸移出率

バランス調整

生産額

前回の方法 今回の主な改訂点

・事業所アンケート調査、ヒアリング調
査に基づく推計及び輸移出入の概念
（考え方）の提示。

・バランス調整の概念（考え方）の提示。

・事業所アンケート調査、ヒアリング調査に
基づく推計及び、地域の行政担当者、経済
団体等の知見の活用等、具体的な反映の
方法を提示。

バランス調整

・前回の調整案に加え、輸移出率の再検討
による、縦横生産額不一致の補正の方法
等を具体的に提示。

・公表されている統計（約20種）の出
荷額や従業数等の関連指標をもとに、
北海道表の生産額を按分推計及び
事業所アンケート、ヒアリング調査結
果にて補正する方法を提示。

・主に経済センサス調査データ（注）の売上
高（生産額）を利用することにより、さら
に簡易かつ地域特性・精度を確保出来る
方法を提示。

注：総務省への手続き必要

マニュアル改定のポイント

輸移出率

小地域（市町村向け）産業連関表簡易作成・活用・分析ツールの概要

・ マニュアルの改訂に合わせ、従来のツールも改訂。
この『小地域産業連関表簡易作成・活用・分析ツール』を用いて、暫定版産業連関表の作成、活用、
分析を一度に行うことができるようになりました。

〇経済循環図〇産業別生産額・特化係数
生産額の
道内シェア

特化係数

a.〇〇市 b.北海道 c.〇〇市 d.北海道 e=a/b×100 F=c/d

第1次産業 8,811 1,852,363 4.90 5.21 0.48 0.94

農業 8,274 1,429,565 4.60 4.02 0.58 1. 5

林業 537 100,579 0.30 0.28 0.53 1.06

漁業 0 322,219 0.00 0.91 0.00 0.00

第2次産業 30,714 9,729,967 17.09 27.36 0.32 0.62

鉱業 28 81,893 0.02 0.23 0.03 0.07

製造業 20,989 6,830,611 11.68 19.21 0.31 0.61

建設 9,696 2,817,463 5.40 7.92 0.34 0.68

第3次産業 140,160 23,983,762 78.00 67.43 0.58 1.16

電気・ガス・水道 2,456 1,099,386 1 37 3 09 0 22 0 44

商業 18,388 3,646,038 10.23 10.25 0.50 1.00

金融・保険・不動産 19,847 3,792,018 11.05 10.66 0.52 1.04

運輸・情報通信 6,957 3,512,442 3 87 9 88 0 20 0 39

公務 49,664 2,661,603 27.64 7.48 1.87 3.69

サービス業 41,789 9,090,483 23.26 25.56 0.46 0.91

分類不明 1,059 181,792 0.59 0.51 0.58 1.15

179,685 35,566,092 100.0 100.0 0.51 1.00合計

（単位 百万円、％）

部門名
生産額 構成比

※表・グラフ等はイメージです。
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中間投入 億円 粗付加価値 1 076億円

4 6%

そ 他

323億円 398億円 9億円 176億円 26 億円 0億円

財の投入 サ の投入 雇用者所得 営業余剰 資本減耗引

44.8 55 2 54 8% 16 4 24.3%

間投入率 40 1 粗付加価値率 5
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○活用ツール（自動作成） ○分析ツール（自動作成）

作成市町村 ○○市

作成年次 令和2年

作成年次の人口 当該市町村 80,000

作成年次の人口 北海道 5,224,614

116部門

生産額
（千円）

入力してくだ
さい

輸移出率
入力してくだ

さい

1 米 500,000 0.95

2 小麦 400,000 0.90

3 いも類 8,500 0.95

4 豆類 10,000 0.50

5 野菜 150,000 0.80

○作成ツール

※分析の際は別途需要額の入力が必要です

※注：あくまで暫定版であり、輸移出率の妥当性やバランス
調整等の検証・確認は必要となります。

生産額、
輸移出率等
を入力
（116部門）

（単位：億円）

第 次産業 第２次産業 第３次産業 内 部門計 費 投 資 輸 移 出 最終需要計

第 次 産 業 3,145 8,187 528 11,860 1,679 720 7,602 10,001 21,861 3,338 18,524

第 ２ 次 産 業 3,931 36,195 21,008 6 134 25 696 35,865 38,102 99 663 160,797 -63,497 97,300

第 ３ 次 産 業 2,844 15,775 57,258 75 877 157 364 6,694 26,130 190 188 266,065 -26,227 239,838

内 生 部 門 計 9 920 60 58 78,793 48 871 184 739 43,279 7 835 299 852 448,723 93,062 355 661

家 計 外 消 費 支 出 121 1 1 3,432 4 708

雇 用 者 所 得 2,263 19,658 86,054 107,975

営 業 余 剰 4,610 6,03 29,172 39 8 4

資 本 減 耗 引 当 ,660 5 376 5,940 44 975

間 接 税
関 ・ 輸 入 品 商 税 を 。 694 5,529 7,283 13, 06

（ 控 除 ） 経 常 補 助 金 -2,743 -609 -837 -4,188

粗 付 加 価 値 部 門 計 8,60 37 4 61,044 206 790

18, 24 97 30 239,838 35 661

粗
付
加
価
値

道 内 生 産 額

中 間 需 要 最 終 需 要

需 要 合 計
（控除）
輸移入

道内生産額

中
間
投
入

暫定的に産業連関表
を作表（自動作成）

改訂版ツールは、
従来に比べ
利便性UP!!



⑥産業連関表の活用
・経済構造

・経済波及効果

①作成方法、部門分類等の検討

②既存統計資料の収集
・経済センサス
・農林業センサス

・北海道産業連関表など

③域内企業への調査
・ヒアリング

・アンケートなど

④ー1産業連関表の作表
・生産額の推計
・投入係数の推計
・最終需要の推計

④ー2産業連関表の作表
・バランス調整

⑤産業連関表の完成

小地域（市町村向け）産業連関表作成マニュアル（改訂版）の概要

・生産額の推計方法など

・産業連関表作成で
一番難しいバランス
調整の方法など

・経済センサス調査データ
の売上高（生産額）の
入手方法など

・産業連関表完成後の
各種係数表作成など

・経済波及効果の概念・
流れ、必要なデータの
入手方法など

・調査すべき企業の選定、
ヒアリング、アンケートの
方法や、調査内容など

・作成方法、部門分類、
対象年次の検討方法
など

〇〇市の経済構造

ＥＢＰＭ(※)を推進し、地域施策検討に活用！！
※エビデンス・ベースト・ポリシー・メイキング。明確な根拠による政策立案。

稼いでいる産業
（生産額、輸移出が多い産業）

〇産業別構成比・成長率

〇経済循環図

・ 作成した小地域（市町村向け）産業連関表では、
地域特性（強み・弱み）や稼いでいる産業等の「経済構造」や「経済波及効果」を把握
（見える化）できます。

地域特性（強み・弱み）

地域からの漏れ
（他地域からの輸移入）

〇産業別生産額・特化係数

地域内 地域外

地域外からの輸移入額 〇〇億円

・農業 〇〇億円 ・小売業 〇〇億円

・製造業 〇〇億円 ・サービス業〇〇億円

地域外への輸移出額 〇〇億円

地域内需要額 〇〇億円

地域内生産額 〇〇億円

地域内付加価値額 〇〇億円

・農業 〇〇億円 ・小売業 〇〇億円

・製造業 〇〇億円 ・サ ビス業〇〇億
農業 〇〇億円 小売業 〇〇億円

・製造業 〇〇億円 ・サービス業〇〇億円

・民間 〇〇億円 ・資本形成 〇〇億円

・政府 〇〇億 ・在庫純増 〇〇億円

・雇用者所得 〇〇億円

・営業余剰 〇〇億円

生産額の
道内シェア

特化係数

a.〇〇市 b.北海道 c.〇〇市 d.北海道 e a/b×100 F c/d

第1次産業 8,811 1,852,363 4.90 5.21 0.48 0.94

農業 8,274 1,429,565 4.60 4.02 0.58 1.15

林業 537 100 579 0 30 0 28 0 53 1 06

漁業 0 322,219 0.00 0.91 0.00 0.00

第2次産業 30,7 4 9,729,967 7.09 27.36 0.32 0.62

鉱業 28 8 893 0 02 0 23 0 03 0 07

製造業 20,989 6,830,611 11.68 19.21 0.31 0.61

建設 9 696 2 817 463 5 40 7 92 0 34 0 68

第3次産業 140,160 23,983,762 78.00 67.43 0.58 1.16

電気・ガス・水道 2,456 1,099,386 1.37 3.09 0.22 0.44

商業 18 388 3,646 038 0.23 10.25 0.50 1.00

金融・保険・不動産 19,847 3,792,018 11.05 10.66 0.52 1.04

運輸・情報通信 6,957 3,512,442 3.87 9.88 0.20 0.39

公務 49,664 2,661,603 27.64 7.48 1.87 3.69

サ ビス業 41,789 9,090,483 23.26 25.56 0.46 0.91

分類不明 1,059 181,792 0.59 0.51 0.58 1.15

179,685 35,566,092 00.0 100.0 0.5 1.00合計

（単位 百万円、％）

部門名
生産額 構成比

※表・グラフ等はイメージです。

小地域（市町村向け）産業連関表（活用イメージ）

〇〇祭開催に伴う観光客増の
経済波及効果

観光客1人あたり消費額：〇〇〇円／人
総消費額 〇〇〇万円

地域への経済効果〇〇〇万円（〇〇倍）
就業者誘発数 〇〇〇人



小地域（市町村向け）産業連関表の作成支援体制

・ 専門的な知識がなくても心配無用。
小地域（市町村向け）産業連関表の作成や活用方法をサポートします。

・市町村
・観光協会
・商工会議所など

・北海道開発局
・北海道文教大学
地域創造研究センター

・連携
・助言･補助
・ツール（作成、活用、
分析）の提供

北海道開発局ＨＰに、
産業連関表、小地域（市町村向け）産業連関表等の
情報を掲載しております。

トップページ＞開発計画課＞産業連関表）
↓WEBサイトアドレス

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/ki/keikaku/u23dsn0000001m7k.html

（小地域）産業連関表、経済波及効果について
電話、メール等でお気軽にお問い合わせください。

【問合せ先（産業連関表）】

北海道開発局 開発監理部 開発計画課 計画総括推進スタッフ（経済班）

電話：011-709-2311（代表） 内線（5415）

Email：hkd-ky-iotable＠gxb.mlit.go.jp（産業連関表専用相談窓口）

（参考）ノンサーベイ法、サーベイ法、セミサーベイ法の違い

ノンサーベイ法
（既存の簡易作成法）

サーベイ法
（既存の高精度作成法）

セミサーベイ法
（当マニュアルの作成法）

作成
方法

時間
・費用

精度

活用の
汎用性

作成
部門数

フォロー
アップ

◎ × 〇

△ ◎ 〇

調査をせずに、机上推計で
作成。短時間・低コスト。

産業別や輸移出入は誤差が
生じやすい。

調査を相当数実施。
長時間・高コスト。

綿密な調査により、
最も高精度。

地域特性に合わせた調査と
机上推計の組み合わせ。
時間とコスト削減。

・セミサーベイ法では、「簡易」「地域特性」「精度」の確保が可能です。

北海道全域の産業連関表等を基
に、経済指標等から按分して作成。

経済指標のほか、地域企業へのヒ
アリング調査等で地域実態を把握
して作成。

経済指標による推計を基に、地域の
基幹産業や主要企業へのヒアリング
調査により補正して作成。

調査により地域特性を反映
させているため、十分な精
度。

◎

〇 ◎ ◎

簡易作成・活用・分析ツール
の提供。
作成・活用のアドバイス・相談
対応可能。

イベント等の経済波及効
果の全体分析は可能。

地域の産業別分析など
詳細な分析が可能。

地域の産業別分析など詳細
な分析が可能。

２０～３０部門程度。
部門設定不可。

５００部門程度から可
能。目的に合わせた部
門設定可能。

１１６部門程度から可能。
目的に合わせた部門設定
可能。

◎ 〇△


